
役員報酬並びに費用弁償に関する規程

特定非営利活動法人Ohana

(目 的)

第 1条 この規定は、特定非営利活動法人 Ohana定款第 19条に基づき、役員に支給

する報酬並びに費用弁償について、基本的事項を定めるものである。

(定義等)

第 2条 この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は当該各号に定めるところによ

る。

(1)役員とは、理事及び監事を言う

(2)報酬とは、職務執行の対価として受ける財産上の利益であって、その名称の如何

を問わない。

(3)費用とは、職務遂行に伴い発生する交通費、旅費等の経費を言う。報酬とは明確

に区別されるものである。

(報酬の決定)

第 3条 役員の報酬は支給対象者及び支給額を総会で決定する。

(報酬の額)

第 4条 支給対象者の報酬総額は、予算の報酬総額限度内で支給することができる。

(報酬支給日)



第 5条 役員の報酬及び費用は、必要の都度、支払うものとする。

(報酬の支給方法)

第 6条 役員の報酬は、その金額を通貨で直接役員に支払うものとする。ただ し、本人

の指定する金融機関口座に振 り込むことができる。

(委任)

第 7条  この規定に定めのない事項については、法令ならびに定款あるいは理事会の決

定に従 うものとする。

附則

この規程は、平成 27年 4月 1日 より施行する。

この規程は、平成 28年 5月 22日 より施行する。

この規程は、令和 1年 5月 25日 より施行する。



特定非営利活動法人Ohana職 員給与規程

(目 的及び適用範囲)

第 1条 この規程は、特定非営利活動法人Ohana職 員就業規則 (以下 「就業規則」という。)

第 28条の規定により、職員の給与に関する取扱いについて定めるものとする。

2 前項の職員とは、就業規則第 1条第 2項に定める職員をいう。

(均等待遇)

第 2条 職員の国籍、信条、又は社会的身分を理由として、給与において差別的取り扱いをすること

はない。

(給与の体系)

第3条 職員の給与の体系は次のとおりとする。

① 基本給
② 管理職手当
③ 職務手当
④ 処遇改善加算手当
⑤ 特別手当
⑥ 通勤手当
⑦ 延長時間勤務手当
③ 時間外勤務手当
⑨ 休日勤務手当
⑩ 深夜勤務手当

(給与の計算期間及び支払日)

第 4条 給与の計算期間は、当月 1日 から当月末日までの 1か月とし、その期間分を次月 15日 に

支払 う。ただし、当日が休日の場合にはその前日に支払 う。

2 前項の規定は、賞与については適用しない。

(給与の計算方法)

第 5条 欠勤、遅刻、早退若しくは私用外出等により、所定の勤務時間の全部又は一部について業

務に従事しなかった場合は、その従事しなかった時間に対する給与は支給しない。ただし、別に

定めがある場合は、その定めによる。

2 前項の場合において、従事しなかった時間の計算は、当該給与計算期間の末日において

合計し、 1時間未満は切 り捨てる。この場合の時間単価の計算は次のとおりとする。

基本給■月所定労働時間数=時間単価

3 新たに採用された職員及び昇給した職員の給与は、発令の日から日割 り計算による。月

の途中での休職、退職の場合も同様とする。この場合の日割 り計算の方法は、次のとおり

とする。

基本給■月所定労働 日数=日 割 り単価

日割 り単価×実労働 日数=支給額

(支払方法 )

第 6条 給与は、通貨又は銀行振込で職員にその全額を支給する。ただし、法令により定めあるも

の及び職員の過半数を代表する者 と書面により協定 したものは、これを控除して支払 う。

2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合には、職員又は遺族の請求が

あれば給与支払 日前であっても既往の労働に対する給与を支給する。

一 職員及び職員の扶養家族の結婚、出産、疾病、災害又はやむを得ない理由による 1週間以上

の帰郷
二 職員が死亡し、解雇され、又は退職 した場合

三 その他やむを得ない事情があると法人が認めた場合

3 死亡退職により給与を支払 う場合の遺族の範囲及び順位は、労働基準法施行規則第 42条



から第 45条における相続権者及び相続順位とする。

(休暇の取扱い)

第 7条 就業規則第 13条に定める年次有給休暇及び第 26条慶弔休暇、第 27条裁判員のための休

暇の期間は、所定勤務時間勤務したときに支払われる通常の給与を支払う。

第 8条 就業規則第 15条 (産前産後の体業)、 第 16条 (母子健康管理のための体暇等)、 第 17条
(育児時間・生理休暇)、 第 18条 (育児休業)、 第 19条 (介護休暇)、 第 20条 (子の看護休暇)、

第 21条 (介護休暇)、 第 24条 (育児・介護のための短時間勤務)に定める休暇等の期間は無給

とする。

(業務上疾病等による休業の取扱い)

第 9条 業務上の傷病又は通勤災害により休業した者は、労働基準法及び労働者災害補償保険法の定

めによつて保険給付を受けるものとする。

2 その他本規程に定めのない事項については、各関係法令の例により理事会がこれを定める。

(休職期間の給与 )

第 10条 休職期間中の給与は支給 しない。ただし、法人が特別の事情があると認めた場合は、こ

の限りではない。

(給与形態及び基本給月額)

第 11条 職員の基本給は、月給制とする。

2 職員の基本給月額は、本人の年齢、経験、能力、職責等を考慮して各人ごとに定める。

3 基本給月額を別表 1に定める。

(初任給)

第 12条 職員の初任給は、年齢、学歴、能力、職責の有無及び職務内容等を勘案し、各人ごとに

決定する。

(等級の変更)

第 13条 昇格、職種の変更等により現に受けている給料表の等級に変更が生じた場合は、現に受

けている基本給月額を下回らない号給 とする。

(定期昇給)

第 14条 定期昇給は、勤務成績その他が良好な職員について、毎年 1回を原則とし、4月 に行 う。

ただし試用期間を除く。

2 前項の規定にかかわらず、法人の経営状態により行わないことがある。

(特別昇給)

第 15条 勤務成績が特に優秀と認められる職員については、前条の規定にかかわらず特別昇給を

させることができる。

(昇給制限)

第 16条 次の各号に該当する者に対 しては、昇給させないことがある。

一 体職中の者

二 勤務成績又は勤務能力の極めて劣る者

三 年間欠勤率 1割以上の者

(管理職手当)

第 17条 管理監督の地位にある次の者に管理職手当を支給する。

一 施設長 基本給の 5%

(職務手当)

第 18条 法人が定める職務を従事する上で、特別に公的資格を有する職員に職務手当を支給する。

2



2 対象となる公的資格およびその支給額を別表 2に定める。

3 対象となる公的資格を複数保有する場合は、一公的資格のみ支給し、重複して支給すること

はない。

(処遇改善加算手当)

第 19条 国が算定する福祉職員処遇改善加算により福祉業務に従事する職員に対して処遇改善加算

手当を支給する。
2 支給については、対象期間中の加算金額の確定後、その支給額を決定し支給する。

3 処遇改善加算が算定される期間における処遇改善加算の取扱いについて、年度実績報告時ま

でに処遇改善加算対象職員への支給額に不足が生じる場合は、3月 度給与にて調整支給する。

(特別手当)

第 20条 次の業務に従事したときは特別手当を支給する。

一 体業日の農園管理作業

二 障害者の地域生活に係る事業サポー ト

三 障害者の余暇支援に係る事業サポー ト

四 その他、施設長が必要と認めるもの

2 特別手当の金額を別表 3に定める

(通勤手当)

第 21条 通勤手当は職員が通勤のために利用する最短距離の合理的な方法と経路の交通機関の

1か月定期代相当額を支給する。ただし、通勤経路、限度額に関しては理事長の承認による。

(時間外勤務手当等)

第 22条 職員に法定労働時間を超えて勤務させた場合には、時間外勤務手当を支給する。

2 職員に法定休日に勤務させた場合には、休日勤務手当を支給する。

3 職員に深夜 (午後 10時から午前 5時まで)に勤務させた場合には、深夜勤務の割増手

当を支給する。

(時間外勤務手当等の支給額)

第 23条 前条の支給額の計算は次のとおりとする。

一 時間外勤務手当

時間単価× 1。 25×時間外勤務の時間数

二 休 日勤務手当

時間単価×1.35× 休 日勤務の時間数

三 深夜勤務の割増手当

時間単価×0.25× 深夜勤務の時間数
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,4R_000

０

０

５

５

ｎ
ｖ

ｎ

Ｖ
ｒ
Ｏ

■00

民
υ

”ｈ

335,000
335_500

181
lR,

313,500
314_000

ｎ
ｖ

Ａ
Ｕ

ｒ
Ｄ

500
281,000
,Rl_500

ｎ
ｖ

ｎ

ｖ

Ｆ
Э

500
248,500
,49_000

ｎ
Ｖ

ｎ

ｖ
Ｆ
０

500
116
117

民
υ

ｒ
Ｄ

Ｑ

υ

４

５

５

336,000
336_500

０

０

５

５ln4
183 314,500

■lS_000

ｎ
ｖ

Ｆ
Э

500
282,000
,R,500

ｎ
ｖ

Ｆ
０

500

ｎ
Ｖ

Ａ
Ｕ

500
118
119

５

５

249,500
250_000

ｎ
ｖ

ｎ
ｖ

500
ｎ
〉

Ｆ
Ｄ

500

５

６

５

ら

337,000
337_500

185
lR6

315,500
316_0001,1

120 283,000
,83_500

ｎ
Ｖ

Ｏ

〉

ｒ
Ｄ

500

５

５

250,500
251_000

ｎ
ｖ

ｒ
Ｄ

500
ｎ
Ｖ

Ａ
Ｕ

Ｆ
Ｄ

500

ｎ
ｖ

ｎ
ｖ

■00

７

Ｒ

５

５

338,000
338_500

187
lR8

316,500
317_0001,R

122 284,000
,R4_500

ｎ
ｖ

ｕ^

民
υ

ｒＤ

５

Ａ

251,500
,52_000

ｎ
Ｖ

ｎ

ｖ
ｒ
Ｄ

500
ｎ
ｖ

ｎ

ｖ
Ｆ
０

500

ｎ
ｖ

ｒ
Ｏ

■00

９

０

５

６

339,000
339_500

317,500
318_0001,5

124 285,000
,R5_500

ｎ
ｖ

Ｕ^

民
υ

ＦＤ

９

０

５

６

０

０

０

０

５

０

２

３

５

５

２

，

０

０

５

５

ｎ
ｖ

ｎ

ｖ
ｒ
Ｄ

500

６

〉
６

340,000
340_500

191
19,

500
1,7
126 286,000

,86_500

Ａ
ＵｒＤ

500

６
〉
６

253,500
,ら4_000

０

０

５

５

０

０

０

０

５

５

３

４

６

〉
６

341,000
341_500

193
194

319,500
320_0001,q

128 287,000
,87_500

ｎ
ｖ

ｎ

ｖ
ｒ
Ｏ

500
254,500
,55_000

ｎ
Ｖ

ｎ

ｖ

ｒ
Ｏ

500

６

６

50065 342.000195lRn ,R8_000 50065
'55_500

500

4



別表2 職務手当

別表 3 特別手当

一律 4000円 /回

附 則

この規程は、

この規程は、

この規程は、

この規程は、

この規程は、

この規則は、

平成 23年 10月 1日 から施行する。

平成 26年 5月 1日 から施行する。

平成 27年 7月 1日 から施行する。

平成 29年 4月 1日 から施行する。

平成 30年 4月 1日 から施行する。

令和 2年 4月 1日 から施行する。

資格名 一か月当りの職務

手当

一級造園施工管理技士 5,000円
社会福祉士 5,000円
精神保健福祉士 5,000円

″
０



書式第 17号 (法第 55条関係)

54 2 3号に定める事項を記載した書類

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第54条第2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

3月 31日
令和 2年 4月 1日 ～

令和 3
特定非営利活動法人 Ohana 事 業 年 度法人名

収益の源泉別の明細

(2) 明細

金    額収 益 源 泉 の 内 訳

2,000円

513,000円

50,000円

100,000円

849,000円

7,960,000円

33,032,849円

0円

16,154,082円

0円

受取入会金

受取寄附金

正会員会費

受取民間助成金

賛助会員会費(応援団費)

受取補助金

障害福祉サービス事業収益

地域生活事業収益

就労支援事業収益

余暇支援事業収益

計△
ロ

246円

58,661,177円

0円

円

円

受取利息

雑収益

借 入 先 金    額

な し
円

円

円

円

円

計 円△
ロ

な し

(3)その

132 に対応 してい 。以下同じです。



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

(1) る

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

(2)資産 けに係る料金及

(3) の提供に係 び条件等

料 金

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

条  件  等貸 付 資 産 の 内 容

料 金役 務 の 提 供 の 内 容

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

条  件  等



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引

及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

ら第五順位までの取引 ロ と

譲渡資産の内容等譲 渡 価 格住所又は所在地取引先の氏名等

な し 円

円

円

円

譲 渡

年月日

法人との

関  係

円

円

円

円

円

円

取 弓1 内 容 等氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額

障害福祉サービス費等33,032,849円

11,108,334円

7,960,000円

― ビ

国

託料
［
ロ サ国

972,607円

665,604円

収益の生ずる取引の上位 5者

(2) 費用の生ずる |の 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産の譲渡 (棚卸 産を含む。)

取 引 内 容 等

給与総額

給

住所又は所在地 取引金額氏名又は名称

給与総額



ロ 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 提供 (施設

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

役務の提

供年月 日
対 価 の 額 役務提供の内容等住所又は所在地取引先の氏名等

法人との

関  係

施設の利用1,800,000円

3月

H31年 4

月～R2

円

円

円

円

円

円

円

円

円



4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が

20万円以上であるもの の 並びにそ 日]

5 総額等に関する [⑤給与を の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

500,000円 令和 2年 12月 22日

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

16人 31,400,822円



6 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び7
にそ

支出年月 日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

な し
円

円

円

円

円

円

円

一

円

円

円

合   計 円

実  施  日 使 途 金   額

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



法.人諸 特定非営利活動法人軌ma チェック欄

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

(注 1)

(注 2)

各欄の麟 は、第3表付衰1「役員の状況」から転配してくださしヽ

③及び〕こついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してくださしヽ

ロ

項  目 最も人数が多

い 嚇臓等」の

グループの人

数

割 合
最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

役員数

C卜◎

① ② ③ ④
区  分

割 合

C片③

⑤

③ 厖年 4月 1日～R3年 3月 31日
10人 0人 0% 2人

人 % 人

人 % 人

人 % 人

".0%

⑥ 年 月 日～ 年 月 日
人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時

上記を証する書類の名称とその内容等
はい

いいえ

はい

いいえ

はい はい

いいえ

はい はい

υヽ えヽ

Itut

tr',V riいいえ tr',tr',i-

書式第 7号・ (法第 44条・51条・58条関係 |)

認定基準等チェック表  (第 3表 ) (初葉)

隠墨[=コ

・ 認定基準等チェック表 (第 31口|は、法第馬条第1項に基づく書類|(役員細酬規程等提出書類)の提出時においても記載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の配載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

項
日
Ｈ ④ ⑮ ◎ ① ◎ ①

はい
はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

:」にい

いいえ

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている
\L \i-

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行っている

はい :｀』にい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえいいえ

申請時

はい

いいえ

はい

いいえ

項
日

【 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有 有・無 有・無 有 。無 有。無 有。無 有 。無

第3表 (次葉)

(潤目『1限D
認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:密E)に配載した事項について、改

めて記載する必要はありません。

エ ツ 3

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を:確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明らかにしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできま‐せん。

注 意 事 項

口の各欄

日
【

)\o)a{xl

じて行っている」の「はしヽ に「o」

のよ に記載します。

項

イの各欄

とする』

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

した場合に墜、_笙 3塞壁羞21帳錘狙

艶2地虹空誼主l塑整立壺鐘埜

① 「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の [はい」
.

l二 「○」した盪全には監査証明書を添

付してくださυ≧蛙

② 「帳簿書類の備付け、取引の記録及

び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

記 載 要 領

区分欄の「③～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②」

及び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝ゆ第○条に『各正会員の表決権は、

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」については、イに記載する各期

間 (「②」から「①」)を示したものです。

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から い①」については、イに記載する各期

間 (「③」から )を示した

二の各欄

記載要領の補足



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第3表付表 1

法人名 特定非営利活動法人 Ohana ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

役  員  数 10人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

2人 人 人 人 人 人 人

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

氏  名 住  所 職名 続柄等 就任・退任

年月日
④ ⑥ ◎ ① ◎ ① 語ilヨ

亀倉 順子 理事 H23.6。 19

監事就任

H26.6.18

監事退任

H26.6.19

理事就任

○

阿部 陽一郎 理事 H19.6.19

理事就任○

山田 正則 理事 H16.12.7

監事就任

H19.6。 18

監事退任

H19.6.19

理事就任

○

山田 弘夫 理事 H16.12.7

理事就任

R2.6。 18

理事退任

○

平井 威 理事 H24.6。 19

理事就任

○

H27.6.19

理事就任

加藤 徳寿 理事

○



自瀬 美弘 理事

○

Rl.6.19

理事就任

Rl.6.19

理事就任

R2.6.19

理事就任

H16.12.7

理事就任

H26.6。 18

理事退任

H26.6.19

監事就任

佐々木美知子 理事

○

小林 裕 理事

○

監事

○

監事

○

坂田 晴弘

久下 靖征
Rl.6。 19

監事就任

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、添付を省略することができます。



法人名 特定非燿軒ll活動法人01nm

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

会計ソフト使用

総勘定元帳 毎月 10年
)tr^y -7

会計ソフ ト使用

補助元帳 毎月 10年
ルーズリーフ

会計ソフ ト使用

仕訳日記帳 毎月 10年

ルーズリーフ

現金出納帳 装丁帳簿 毎 日 10年

エクセル使用

小口現金出納帳 毎 日 10年

ルーズリーフ

振替伝票 一枚伝票 毎月 10年

会計ソフ ト使用

預金出納帳 毎月 10年

ルーズリーフ

エクセル使用

棚卸資産台帳 毎年 10年

ルーズリーフ

エクセル使用

固定資産台帳 毎年 10年
ルーズリーフ

給与計算ソフト使用

給与台帳 毎月 10年
ルーズリーフ

書式第 9号・ (法第 44条・51条・58条関係 )

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

輛[]函コ

「伝票又は帳簿名」欄は、例えば「入金伝頭し、「出欄 、「振替伝顕し、l覇金出納幅む、「総勘定元帳」などのように記載します。

「左の帳簿等の形態」欄は、「単頭」、町レーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。

「記帳の時期」欄は、I職時」、「毎日」、「―週間ごと」のように配載します。

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第関条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出:書短)に記載した内容に変更

がないときは、添付を省略することができます.



法人名 特定非営禾ll活動法人 mma チェック欄

/4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法

人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当

法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う

者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上

であること

る受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

申誨郭寺

有 ・ 無

有 。無

有 。無

特定の公職の候補者若しくは公職にある者

又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに

反対する活動

◎ ①口
日 ⑮ ◎ ①④

有

有

項

有 。無

有 ・ 無

有 ・ 無 有 。無有 。無 有 ・ 無

有 。無 有 ・ 無有 。無 有 。無 有 ・ 無

有 。無 有 。無有 。無 有 。無有 ・

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者

を教化育成する活動

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれ

に反対する活動

項 目 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申蘭事寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対

する報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他

役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供

′
~ヽ

有ヽ墨ノ有・無 有・無 有。無 有。無 有 。無 有。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の和1溢:の供

^有ヽν 有・無 有 。無 有。無 有・無 有。無 有。無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特別の利益の供与の有無

´ ヽ

有k墨ノ有・無 有 。無 有。無 有・無 有・無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の
/~ヽ

有k.窒ノ 有・無 有 。無 有。無 有。無 有。無 有・無

書式第 10号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表 (第 4表) (初葉)

∝憲申0
・ 「認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬胡罹等提出書類)の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、『認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第

“

条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:密E)に記載した事項につい

て、添付を省略することができます。



書式第 13号 (法第 44条・51条・58条関係 )

ェック 5

法人名 特定非鷲新lj活動法人眺ana チェック相

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事

項等を記載した書類

EI=國した書類

/

′ヽ

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

同  意

する しない
※観田日こ関する却唄l」 網メ嚇鳳D等がある場創aよ そC痢瞑:」 (制メ嚇隕lD等を添付してくださしヽ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した書i動

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写D

イ

ハ

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規隆

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

寄附金の額の事業年度中の合計額が加万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附1金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並6こその相手先及び支出年月日

⑦ i海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

ホ

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

(洒目目目D
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添付する必要

があります。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営利活動法人01回皿

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表 )

認定基準等チェック表  (第 8表)

e意1中D
・ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類Dの提出時に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)

は、記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法第

55条第1項に基づく書類 (役員輌酬規程等提出:□罰)に配載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 28条に規定する事業報告書等を同法第

29条の規定により所轄庁に提出していること

チェッタ欄

特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

④ ⑮ ◎ ① ◎ ①

有 征 有 ・ 無 有 征 有 ・ 無 有 征 有 ・ 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェッタ欄

/

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第 7表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。

④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

有
ノ~ヽ

f」由E:1
どヽン 有 缶 有 征 有 ・ 無 有 0無 有 缶 有 毎

護証王輩到 した
¬

=」
を含む事業年度の初□におしヽて その設立の日以後 1 年を超える期間が経過し

チ ツク□
□

ていること

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日



書式第 15号 (法第 44条・51条・58条関係 )

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人軌ma チェック欄

/は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り

た場合において、その取消しの原因となつた事実があつた日以前1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特

例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの

口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな

い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法204条等餞1)若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等∝2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人

4国 税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

5 日から3年を経過しない法人

6 次のいずれかに該当する法人

イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいずれ力ヽこ該当する者の有無

認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特伊熙1定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定

特定非営利活動法人又は当i該特

"j認

1定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から5年を経過しない者の有無

有 /1ゝ
ヽツ

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から

5年を経過しなυ嗜・の有無

有

特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に

関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受

けることがなくなった日から5年を経過しない者の有無

有 ・(無 )
ヽ中′

暴力団の構成員等の有無

Brr. (.つ
“ 認定又は特伊圏 1定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

はい ヽ3 定款又は事業計
:画1書の内容が法令等に違反している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過
:｀』にい

しない法人

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、

添付 「その4」 並奎墜園1壁|ヨ1堡1亜1堕i整1饉|口1堕1堕!亜区!里|コ|』1望 ら`交付猛墜け二亜理型2:こ係|う1亜墨型盟|コ望國回工
=2≦

峯生__
Eヨ (注 1)その他の事珈 び ある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

2)

″Ｄ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人

6 次のいずれかに該当する法人

暴力団 61r6f1,S
暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人


